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１ 補助事業の実施にあたって

(1) 取組方法

補助金を受けて事業を行う皆様（以下、「補助事業者」といいます。）は、実施体制を整えて

事業計画の達成に尽力するとともに、新商品・サービス開発担当者等と相互の連絡を密にし、

進捗状況の管理に努めてください。また、経理処理については、通常の商取引や商慣習と異な

る場合もありますので、経理担当者等と連携し、伝票・証拠書類の処理や保管について、適正

に実施するようご留意ください。なお、事業実施上生ずる疑問点・問題点等については、伴走

支援機関や県の担当者にご相談ください。

また、同一年度に、類似の他の補助制度の採択を受けている場合等は、本事業における経費

と明確に区分して執行してください。（同一経費について他の補助金制度等との併用は認めら

れません。）

(2) 不正・不当な行為の禁止

補助事業者は、要綱等に従い誠実に補助事業を行うことが義務付けられており、不正・不当

な行為に対しては、「静岡県補助金等交付規則」に基づき処分が定められています。

＜処分の例＞

・義務違反に対する交付決定の取消（第 16 条）

・補助金返還命令（第 17条）

(3) 補助対象物件及び関係書類の保管

補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下、「補助対象物件」といいます）は、

補助金交付の目的に従って運用することが義務付けられており、補助事業以外の目的には使用

できません。なお、補助対象物件及び補助事業に係る一連の書類については、補助事業終了後

５年間の保管が義務となります(県の監査対象となることがあります)。

①補助対象物件の保管

補助対象物件（試作品を含む）については、十分な注意を払って保管してください。なお、

これらを事業実施場所から他へ移動したい場合や、やむを得ず定められた期間が経過する以

前に廃棄等の処分を行う場合は、県の担当者に相談の上対応してください。

※補助対象物件のうち、１件当たりの取得価格が 50 万円(税込)以上の機械及び器具、シス

テム等は、取得財産等管理台帳（要綱様式第４号）を備えて保管状況を明らかにしてくだ

さい。

②補助事業に係る一連の書類の保管

県に提出した書類、県からの通知書等は、十分な注意を払い、時系列で保管してください。

<一連の書類の保管順序>

順番 書類の名前

１ 事業計画書

２ 採択通知（補助事業者←県）

３ 交付申請書、事業計画書（及び付随資料）の写し

４ 交付決定通知書（補助事業者←県）

５ 遂行状況報告書

６ 【計画変更がある場合】変更承認申請書、変更承認書（補助事業者←県）

７ 実績報告書、事業実績書（及び付随資料）

８ 交付確定通知書（補助事業者←県）
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２ 補助事業の流れ

(1) 補助事業の基本的な流れ

交付決定から補助金支払までの基本的な流れは、下図のとおりとなります。

※２年目の補助事業の申請手続等は、改めて県から該当する事業者の皆様にお知らせします。

県が行う行為 事業者の皆様が行う行為

事業開始

事業完了

交付申請提出

交付決定通知受領

遂行状況報告提出

変更交付申請

実績報告提出

請求書提出

補助金受領

事業実績報告

交付決定通知

変更交付決定

完了検査

交付確定通知

補助金支払

　

随
時
検
査
実
施

遂行状況確認

フォローアップ期間

事業効果確認

※
必
要
に
応
じ
て
実
施

※必要に応じて実施

★事業開始から半期を目途

例) 事業開始：R6.8.1

事業完了：R7.3.31

→R6.12 月頃

★①完了日から 30 日

②R7.4.10

のいずれか早い日

★確定通知受領後速やかに

★フォローアップ期間終了後、

速やかに
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(2) 変更交付申請について

変更交付申請は、必要に応じて行います。全ての補助事業者が行うものではありませんが、

補助事業に係る経費の 20％を超える増減や内容の変更(軽微な変更除く)の場合には、変更交付

申請が必要になります(補助金額の増額はできません)。なお、補助事業完了期限日後に変更交

付申請はできませんのでご注意ください。

(3) 遂行状況報告について

事業開始から半期を目途に、補助事業の遂行状況を県に報告してください。この際、伴走支

援機関から受けている支援や助言内容等についても報告してください。

(4) 随時検査について

随時検査では、実績報告書類として作成が必要となる補助金チェックシートの確認や作成指

導を行っています。実績報告後の完了検査をスムーズに行うために補助事業期間中に実施する

ものです。必須の検査ではありませんが、次にあてはまる事業者の方は、検査の受検を検討し

てください(検査を希望する場合には、11月～１月頃を目処に、県担当者にご相談ください)。

①今までに補助事業を実施したことがない補助事業者

②書類作成に苦労している補助事業者

(5) 実績報告書類の提出について

実績報告書類は、補助事業完了日から起算して 30 日以内又は、交付決定のあった日の属す

る年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに提出することになります。

なお、実績報告書類の記載方法等は、補助事業期間完了の概ね１ヶ月程度前を目処に、県か

らご案内します。

事業実施中は、「中小企業等収益力向上事業費補助金のチェックシート」を作成して、経理処

理状況を記録してください。また、職員旅費や原材料費、雑役務費の計上がある場合は、出張

復命書・在庫管理表・作業日誌等を作成し、事業の実施状況を記録してください。

(6) 完了検査について

実績報告書類の受領後、内容が適切かどうか検査を行います。検査は、「書面検査のみ」又は

「書面検査+実地検査」のいずれかで行います(実地検査は、補助事業者の事業所に訪問して実

施します。検査者が PCを持参しますので、電源のある会議室等の用意をお願いします)。

なお、完了検査には、補助対象経費に関する書類(見積書、発注書、請求書等の支出証拠書類

等)が必要となりますので、ご用意ください。

(7) 交付確定について

完了検査後、「補助対象経費額」及び「補助金交付額」を確定し、県から「交付確定通知書」

を送付します。

(8) 請求書の提出について

県から「交付確定通知書」の送付がありましたら、県に「請求書」を提出します。県は「請

求書」の提出を受け、補助金支払手続きを行います(「請求書」の提出がないと、支払手続を行

うことができませんので、ご注意ください)。

なお、請求書の提出については、「交付確定通知書」を送付する際にご案内します。

(9) 事業実績報告の提出について

フォローアップ期間が終了し、事業が全て完了した時点で、付加価値額又は従業員一人あた

り付加価値額が目標どおり達成されたか、事業実績報告をしていただきます。
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３ 発注・支払等における注意事項

計画的な補助事業の遂行を図るため、業務実施期間及び調達期間等を十分考慮し、代金の支払

は必ず補助事業完了日までに済ませてください。（クレジットカードでの支払や小切手での支払

は、代金の引落しが補助事業完了日までに行われている必要があります。）

(1) 発注方法

ア 一件の発注ごとに、次の区分に従って見積書を取得してください。また、50 万円（税込）

以上のものを発注する場合は、２者以上の見積書を取得してください。見積合せを実施しな

い場合には、「選定理由書」を作成してください。なお、その際の相手方の選定理由は、「唯

一」又は「最適」の視点から作成してください。

イ 発注先を決定後、「発注書」「請書」「契約書」などにより発注してください。ただし、専門

家や技術コンサルタントへ発注(依頼)する場合には、契約書等、依頼する内容、料金等を具

体的に記載した書面を作成してください。

【注意事項等】

・発注・契約日が交付決定日以前の場合、事前着工となり、当該経費については補助対象

外となります。

・「一件の発注」とは、「同一の企業」に対し、複数の商品等を「同日に発注」した場合の

ことを指します。個々の商品等の金額が３万円(税込)未満であっても、同日に発注した

金額が３万円(税込)以上になる場合には、見積書等が必要になりますので注意してくだ

さい。

・見積書については、明細が記載されているものを取得してください。

・見積合せを実施する場合には、同条件で見積書を取得してください。

(2) 消費税等の取扱い

補助対象経費には、消費税を含みません。請求金額から消費税を差引いた金額が補助対象経

費となります。

公共交通機関の運賃のように内税表示となっている場合には、表示金額に 100/110 を乗じて

消費税額を控除した金額を補助対象経費としてください。なお、割り戻し計算をした結果、1

円未満の端数が生じた場合には、「1 円未満切り捨て」としてください。

＜消費税が含まれるものの例＞ 電車代 郵便代 専門家謝金 など

また、振込手数料や代引き手数料(先方負担による場合も含む)も、補助対象外となります。

契約額(税込) 見積書の要否等

３万円未満 不要

３万円以上 50 万円未満 １者必要

50 万円以上

２者必要

見積合せを実施し、価格が最も安い事業者に発注してくださ

い。ただし、発注先が限定される等により、見積合せを実施し

ない場合には、「見積書(１者)」と「選定理由書」が必要です。
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４ 補助事業遂行状況の報告

事業開始から半期を目処に、中小企業等収益力向上補助金に係る補助事業遂行状況報告書（公

募要領様式第３号の２）により、補助事業の進捗状況を県に報告していただきます。この際、伴

走支援機関から受けている支援や助言内容等についても報告してください。

具体的な提出方法や時期等については、別途、県からお知らせします。

様式第３号の２

中小事業等収益力向上事業費補助金に係る補助事業遂行状況報告書

年 月 日

静岡県知事 氏 名 様

所在地

名 称

代表者

１ 補助事業の概要

２ 補助事業の実施状況

①テーマ名：

②テーマ名：

３ 伴走支援機関からの助言

区分 内容

目的

計画 進捗状況

実施時期

実施内容

現在の課題

区分 内容

目的

計画 実績

実施時期

実施内容

現在の課題
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５ 変更交付申請について

(1) 変更交付申請が必要な場合

事業の進捗状況により変更申請が必要になる場合には、変更交付申請をしていただく必要が

あります。変更交付申請には、「経費額の変更」と「内容の変更」の２つの場合があります。

<変更申請が必要な場合>

(2) 「経費額の変更」について

事業の進捗によって、補助事業に係る経費(全体の合計額)が 20％を超えて増減する場合に、

変更申請が必要となります。

ただし、補助事業に係る経費が増加しても、補助金額は交付決定額を上回ることはできませ

んのでご注意ください（自己負担で実施することになります）。

※機械装置費の計上がある場合、機械装置費以外の補助対象経費の合計額以内で 500 万円が

補助対象経費額の上限になります。機械装置費以外の補助対象経費が減額となった場合、

当該金額にあわせて機械装置費の補助対象経費額も減額になりますので、ご注意ください。

【例】

(3) 「内容の変更」について

「内容の変更」については、判断が難しいため、必ず県の担当者と相談してください。

【内容変更の例】

・補助事業期間の変更(完了予定日が計画より遅くなる場合には、変更申請が必要です。ただ

し、変更する場合でも令和７年３月 31 日までに事業を完了する必要があります)

・計画していた「取組内容」の中止又は一部中止

※例えば、交付申請時の事業計画書で「事業Ａ」と「事業Ｂ」の実施を予定していたが、①

新たに事業を追加する場合、②一部事業を取り止める場合、③一部事業の内容を変更する

場合の扱いは、次の図のとおりです。変更が認められない場合は、補助事業として実施で

きないことから、当該経費は、補助対象外となります。

区 分 内 容

経費額の変更
補助事業に係る経費額(補助対象経費)が、交付申請時の事業計画書に記載

した金額から「20％を超える増加」又は「20％を超える減額」になる場合

内容の変更 計画していた事業の内容の変更であり、軽微な変更でないもの。

補助事業に要した経費 補助対象経費(①) 補助額(①×補助率 1/2)

交付決定時
機械装置費 500 万円

その他経費 500 万円

機械装置費 500 万円

その他経費 500 万円
500 万円

実績見込１

(変更申請必要)

機械装置費 500 万円

その他経費 300 万円

機械装置費 300 万円

その他経費 300 万円
300 万円

実績見込２

(変更申請必要)

機械装置費 500 万円

その他経費 ０万円

機械装置費 ０万円

その他経費 ０万円
０万円

① 事業Ａ 事業Ｂ 事業Ｃ 変更は認められません

② 事業Ａ 事業Ｂ 事業Ａのみ 変更は認められます

③ 事業Ａ 事業Ｂ 事業Ａ 事業Ｂ
変更は認められる
可能性あり

①1000 万円

①600 万円
40％減額

① ０万円
100％減額
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６ 実績報告書類について

実績報告書類として提出する書類は、以下のとおりです。なお、支出証拠書類等や補助事業を

実施したことが分かる成果物は、補助事業者により異なります(★印の書類は、該当者のみ提出)

書類は、ふじのくに電子申請サービスから提出いただきます。

ＵＲＬ：https://apply.e-tumo.jp/pref-shizuoka-u/offer/offerList_detail?tempSeq=14441

７ 支出証拠書類の準備等について

(1) 支出証拠書類について

補助対象経費として認められるためには、以下の書類が必要となります。

書類 注 意 事 項

見 積 書

○３万円以上(税込)の場合、見積書が必要(３万円未満の場合は不要)

○50 万円以上(税込)の場合、２者以上の見積書が必要(１者の見積書とす

る場合、あわせて選定理由書が必要です)。

【見積書の代わりとすることができるもの】

・宅配便など料金表等で一律、金額が決まっているもの。（料金表等、金

額が分かる書類を見積書に代えることができます。）

【見積書が不要な場合(例)】

・会社が社員に対し、公共交通機関(鉄道、バスに限る)に関する旅費を払

う場合。※ただし、経路、金額等の明細が必要

・専門家謝金など補助事業者が金額を提示して業務を依頼した場合（見積

書が取得できない理由書が必要になります）。

・展示会の会場整備を現場で追加発注した場合など、見積書の取得が困難

な場合。

発 注 書

○必要

発注書は、「書面」「メール」「FAX」いずれの方法でも可。また、発注書

に代えて、「請書」や「契約書」でも構いません。専門家や技術コンサル

タントへの依頼(発注)の際は、発注内容を具体的に記載した「発注書」や

「契約書」等を用意してください。

納 品 書

○必要

ただし、ホームページや動画作成など発注先から納品書が発行されな

い場合には、必ず納品に関する記録を作成してください(納品者、納品日、

納品物、納品場所がわかるようにしてください)。

請 求 書

○必要

ただし、専門家の謝礼、宿泊料や店頭購入(税込 50 万円未満に限る)の

場合で、請求書が発行されない場合は、レシート又は領収書など支払った

金額が確認できる書類が必要です。

支払をしたこと

が わ か る 書 類

○必要

支払方法によって、支払をしたことが分かる書類が異なります。次の

「(2)主な経費の支払方法等について」を参照のこと。

No 書類名 No 書類名

1 実績報告書(様式第７号) 5 補助事業を実施したことがわかる成果物、写真等

2 事業実績書(様式第８号) 6
支出証拠書類等(見積書、発注書、請求書、通帳

の写し等)

3 収支決算書(様式第３号) 7 ★取得財産管理台帳(様式第４号)

4 補助金チェックシート 8 ★産業財産権等取得届出書(様式第５号)
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(2) 経費の支払い方法等について

経費の支払方法等によって、「支払日」や「支払をしたことの証拠書類」が異なります。なお、

交付決定日より前に発注・契約した経費や、補助事業の完了日までに支払が完了しなかった経

費は、補助対象外となりますので、ご注意ください。

※小切手やクレジットカード等、振出日や利用日等と自社口座からの代金引落日が異なる場

合、代金の引落しがなされたことをもって、支払の完了と見なしますので、ご注意くださ

い(補助事業の完了日までに引落しが完了しない場合、当該経費は補助対象外となります)。

※他の取引との相殺払による支払をした経費については、いかなる事情でも補助対象とする

ことはできません。また、ポイント払をした経費分は補助対象外となりますので、ご注意

ください。

※1口座振込は必ず補助事業者ご自身で行ってください。「代行振込」は国内・海外ともに認

めておりませんのでご注意ください。

※2 支払手続きの時間帯等により、翌日の振込となる場合がありますのでご注意ください。

(3) 社員が立替払をした費用(職員旅費等)を補助対象経費とする場合

支払方法等 支払日 支払をしたことが分かる書類

口座振込(※1) 振込日(※2)

振込金受領書(振込明細書)、ATM 利用

明細書又は通帳の写し※支払日が記載

されていること。

口座振替
口座から請求額が引き落とさ

れた日

「口座振替日と請求内容、請求金額がわ

かる書類」と「口座振替日と口座から引

き落とされた金額が確認できる通帳の

写し」の両方が必要です。

現金払 支払先の領収日
領収書。ただし、現金出納帳で確認でき

ること。

小切手
当座預金からの引落し日(換金

された日)

当座預金から引き落としがされたこと

が確認できる書類。

クレジットカード

(会社名義)

カード利用代金が口座から引

き落とされた日

「カード会社からの利用明細の写し」及

び「口座振替日と振替金額が確認できる

通帳の写し」※クレジットカードを使用

した日が、支払日にはなりませんのでご

注意ください。

立替者の支払方法 支払日 支払をしたことが分かる書類

口座振替
会社が立替者に支払いをした

日

「経費の内容、金額が分かる書類」及

び「会社が支払いをしたことが分かる

書類」

現金払

クレジットカード
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【経費別の必要書類一覧】

経費名 見積 発注・申込・契約 納品・完了・検収 請求 支払 その他(成果物等)

専門家謝金

技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ料

「見積書」「料金表」又は「専門

家と相談して謝礼額を決めた

ことがわかる書類」

「契約書」「請書」「依

頼書」等、指導内容、

期間、回数、料金等が

分かる書類

専門家からの「指導

報告書」又は補助事

業者が作成した「指

導記録」等、指導日

時、指導内容が分か

る書類

「請求書」又は

「謝金を支払っ

たことが分かる

書類」

【銀行振込の場合】

下記のいずれか

・振込金受領書(振込

明細書)

・ATM 利用明細書

・通帳の写し

【口座振替の場合】

下記の全て

・口座振替日と請求

内容、請求金額が

わかる書類

・通帳の写し

【現金払の場合】

・領収書

【小切手の場合】

・当座預金から引き

落としがされたこ

とが確認できる書

類

【ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの場合】

下記の全て

・ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ利用明

細書

・ｶｰﾄﾞ会社への支払

が確認できる書類

（通帳の写し等）

源泉所得税を支払

った場合、「謝礼額」

「源泉所得税額」

「消費税額」の内訳

が分かる書類

専門家旅費 不要 「契約書」「請書」「依

頼書」等、指導を受け

る場所までの旅費が

分かる書類

行程が分かる書類 請求書

職員旅費 不要 「発注書」「予約票」等

(公共交通機関利用の

場合は不要)

宿泊日、移動日、場

所等が分かる書類

請求書

カードや現金払

いの場合は領収

書等

出張復命書

原材料費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上50万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書 在庫管理表（様式任

意）

機械部品又は

工具器具費

見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上50万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書 取得財産等管理台

帳（交付要綱様式第

４号）※50 万円以上

機械装置費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上50万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書 取得財産等管理台

帳（交付要綱様式第

４号）※50 万円以上

産業財産権等

の導入に要す

る経費

見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上50万円以下 １者

・50 万円超 ２者

「契約書」「請書」「依

頼書」等、依頼内容、

料金等が分かる書類

不要 請求書 成果物(産業財産権

等の申請書類写し

等)

委託費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上50万円以下 １者

・50 万円超 ２者

契約書 納品書 請求書 成果物

外注費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上50万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書 成果物
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経費名 見積 発注・申込・契約 納品・完了・検収 請求 支払 その他(成果物等)

展示会等出展

費

料金表等 発注書、申込書等でブ

ース位置（コマ）が決

定した日が分かる書

類

不要 請求書 【銀行振込の場合】

下記のいずれか

・振込金受領書(振込

明細書)

・ATM 利用明細書

・通帳の写し

【口座振替の場合】

下記の全て

・口座振替日と請求

内容、請求金額が

わかる書類

・通帳の写し

【現金払の場合】

・領収書

【小切手の場合】

・当座預金から引き

落としがされたこ

とが確認できる書

類

【ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの場合】

下記の全て

・ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ利用明

細書

・ｶｰﾄﾞ会社への支払

が確認できる書類

（通帳の写し等）

成果物(出展時の写

真等)

資料購入費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上 50 万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書

ネット通販等を利用

した場合は受注確認

メール等の写し

納品書 請求書 成果物(購入資料の

写真等)

通信運搬費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上 50 万円以下 １者

・50 万円超 ２者

※郵便、宅配便等料金が定めら

れているものは料金表

発注書 納品書 請求書 成果物(発送先の一

覧等)

借料又は損料 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上 50 万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書 成果物(レンタル品

の写真等)

調査研究費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上 50 万円以下 １者

・50 万円超 ２者

※試験機関等での試験で料金

が定められているものは料

金表

発注書 納品書 請求書 成果物(分析結果の

写し等)

雑役務費 不要 「依頼書」「雇用契約

書」等、業務内容、金

額、支払対象者の氏名

が分かる書類

「作業日誌」等、業

務の内容と実績が分

かる書類

「給与明細」等、

支払額が分かる

書類

広報費 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上 50 万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書 成果物(広報実績が

わかるチラシ、パン

フレット等)

通訳・翻訳料 見積書(税込３万円未満不要)

・３万円以上 50 万円以下 １者

・50 万円超 ２者

発注書 納品書 請求書
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８ 支出証拠書類の保管等について

(1) 書類の編纂方法

支出証拠書類は、社内一般のものと区分し、経費区分ごとに整理の上、補助事業に係る書類

をまとめて保管してください。

見積書から振込依頼書等を１セットとして、支払日を基準とする昇順でファイリングをし、

「補助金チェックシート」と照合しやすいように保管してください。

支出証拠書類は電子で保存いただいて構いませんが、完了検査を現地で実施する場合等は、

支出証拠書類を「紙」媒体でご用意ください。

【支出証拠書類のまとめ方】

【書類の整理の仕方】

支出証拠書類は、Ａ４サイズを基本として整理してください。サイズがＡ４サイズに満た

ない書類は、Ａ４サイズの白紙に、貼付してください。

⑤振込

伝票等

1 件の支払ごとに、①～⑤の順番に支出証拠書類をまとめておくこと

納品書

④請求書③納品書
②発注書①見積書

令和○年度
収益力向上
補助金

支出証拠書類
支出証拠書類は、ファイルに綴っておくこと

Ａ４用紙
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Ｑ ＆ Ａ
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【補助事業全般】

Q1 交付決定後の流れは、どのようになりますか？

①県からの交付決定通知受領後、補助事業を開始することができます（交付決定通知に記

載の交付決定日以降に開始した事業が補助対象になります）。

②補助事業を実施し、補助事業期間終了後に実績報告書類を県に提出します。県の交付確

定の手続きが完了し、県に請求書を提出した後、補助金が支払われます。

③補助事業期間２年の場合、各年度(１年目、２年目)ごとに手続きが必要になります。

Q2 補助金はいつ受け取れますか？

Q1 にもあるとおり、補助事業が完了して実績報告を提出していただき、補助金の交付確定

を受けてからになります。交付決定通知をもって補助金が支払われるものではありません

のでご注意ください。

Q3 補助事業期間は、いつからいつまでですか?

補助事業期間の始期は、交付決定日からです。終期は、交付申請時に提出した事業計画

書に記載された「補助事業の完了予定日」までとなりますが、最長でも令和７年３月 31 日

です(完了予定日を変更する場合は、変更申請が必要です)。

Q4 応募の際、事業期間を補助事業期間２年、フォローアップ期間１年の計３年としました

が、その場合でも補助事業期間は最長でも令和７年３月 31 日となるのですか？

補助金は単年度で支払われるため、３年計画で応募していても、今年度の補助事業期間

は最長で令和７年３月 31 日までとなります。２年目の補助事業の実施については、別途、

補助金申請手続が必要になります。

１年目（補助事業） ２年目（補助事業） ３年目

＜補助事業期間１年の場合＞補助事業１年　＋　事業終了後１年間のフォローアップ

＜補助事業期間２年の場合＞　補助事業2年　＋　事業終了後１年間のフォローアップ

１年目（補助事業） ２年目

応
募

審
査
・
採
択

補
助
申
請
・
決
定

実
績
報
告

支
払

補助事業
事
業
計
画
作
成

事
業
実
績
報
告

２年間 ２年間

事業者 伴走

支援者

フォローアップ

伴走支援

＜約７ヶ月＞

応
募

審
査
・
採
択

補
助
申
請
・
決
定

実
績
報
告

支
払

補
助
申
請

実
績
報
告

支
払

補助事業
事
業
計
画
作
成

補助事業 事
業
実
績
報
告

３年間 １年目 ２年目 ２年目 ３年間

継
続
審
査

事業者 伴走

支援者

フォローアップ

１年目

伴走支援 伴走支援

＜約７ヶ月＞ ＜約９ヶ月＞

決
定
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Q5 補助金の交付決定通知に記載された金額が、補助金として交付される額になります

か？

交付決定通知に記載された金額は、補助金として交付する金額を確約するものではあり

ません。補助事業を実施した結果、実際にかかった補助対象経費に補助率を乗じて、補助

金の金額を算定します。計画よりもかかった経費額が少なければ、補助金の金額は交付決

定時より減額されます。なお、計画よりもかかった経費が多くなった場合であっても、交

付決定通知書に記載された金額が交付できる補助金の上限額となります。

Q6 補助金が交付されない場合もありますか?

あります。補助事業を実施していない、交付決定を受けた内容とは異なる内容で補助事

業を実施した、見積書等支払に関する書類が用意できない、補助事業期間内に支払が完了

した経費がない等の場合には、補助金が交付されません。

【補助対象経費等】

Q7 補助対象経費は、消費税込みの金額で計算するのですか?

消費税抜きの金額です。電車代、郵便代などは、内税表示になっていますので、表示金

額に 100/110 を乗じた金額(１円未満切捨て)が補助対象経費になります。

Q8 補助金額は、どのように計算するのですか?

補助対象経費に補助率を乗じ、千円未満を切捨てた金額が補助金の金額です。例えば、

補助対象経費が 5,250,300 円の場合、その金額に補助率の 1/2 を乗じると、2,625,150 円

になります。千円未満切り捨てのため、補助金申請額は、2,625,000 円になります。

なお、機械装置費は、補助対象経費額の上限があるので注意してください(機械装置費以

外の補助対象経費の合計額以内で 500 万円が上限です)。

Q9 経費区分の「専門家旅費」「職員旅費」ですが、どのような経費が補助対象になります

か?

原則、公共交通機関を利用した場合の交通費が補助対象です。なお、「職員旅費」につい

て、事業者によっては、交通費以外に日当や食事代などが支給される場合もありますが、

これらは補助対象外です。

Q10 経費区分の「専門家旅費」「職員旅費」ですが、新幹線のグリーン車、グランクラスを

利用し、その経費を補助対象にできますか?

補助対象外です。ただし、通常の運賃及び特急料金相当額は補助対象となります。

Q11 経費区分の「専門家旅費」「職員旅費」ですが、航空機のビジネスクラスやファースト

クラスを利用し、その経費を補助対象にできますか?

補助対象外です。
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Q12 経費区分の「専門家旅費」「職員旅費」ですが、海外における宿泊料の上限額はいくら

ですか?

滞在先によって宿泊料の補助上限額が異なりますので、注意してください。

※甲・乙・丙地方の各地域は、国外宿泊費適用区分図(P19～22)を参照ください。

Q13 経費区分の「専門家旅費」「職員旅費」の宿泊料ですが、宿泊料の上限額を超えると宿

泊料の全額が補助対象外になってしまいますか?

宿泊料の上限額を超えた場合は、上限額までが補助対象経費になります。

Q14 経費区分の「専門家旅費」「職員旅費」ですが、車で移動した場合のガソリン代、駐車

場料金、有料道路利用料、レンタカー料金は、補助対象になりますか?

ガソリン代は補助対象外です。駐車場料金、有料道路利用料及びレンタカー料金は、補

助対象経費とすることができます。

Q15 「原材料費」や「機械部品又は工具器具費」に計上する分量や個数等に上限はあり

ますか?

上限はありませんが、補助事業期間内に事業の中で使用した分のみが補助対象となりま

すので、注意してください(補助事業期間が２年の場合で、２年目以降に使用する分を１年

目にまとめて購入した場合、１年目に使用した分のみが対象となります)。

Q16 「原材料費」における試作品のテスト販売とは、どのようなものですか?

新商品等を開発するにあたり、展示会等のブースや自社所有又は借り上げたスペースで、

不特定多数の人に対して試作品を試験的に販売することができます。ただし、テスト販売

の目的が、商品仕様・顧客の反応等を測定・分析し、試作品に改良・修正を加えて本格的

な生産・販売活動に繋げるものである必要があります。

区分 宿泊費上限額 地域

指定

都市
17,600 円

シンガポール、ロサンゼルス、ニューヨーク、サンフランシスコ、

ワシントン、ジュネーブ、ロンドン、モスクワ、パリ、アブダビ、

ジッダ、クウェート、リヤド、アビジャン

甲地方 14,700 円 北米地域、欧州地域及び中近東地域のうち指定都市以外の地域

乙地方 11,900 円 指定都市、甲地方及び丙地方以外の地域(本邦を除く。)

丙地方 10,600 円
アジア地域(本邦を除く。)、中南米地域、大洋州地域、アフリカ

地域及び南極地域のうち指定都市以外の地域
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Q17 補助対象となるテスト販売の要件は、どのようなものですか?

以下の①から④のすべてを満たすものが補助対象となります。

①テスト販売の期間が概ね１ヶ月以内であること。

②同一の場所及び同一の趣旨で複数回行わないこと。

③通常の販売商品とテスト販売品とが区別できるよう、テスト販売品には「テスト販売

価格」などと、テスト販売品である旨を明記すること。

④消費者等に対してアンケート等の調査を行い、テスト販売の効果を検証すること。

Q18 テスト販売の売上は、どのように処理しますか?

テスト販売を通じて収入が発生する場合は、当該収入を補助対象経費から控除します。

Q19 機械部品費又は工具費に計上できる部品又は工具とはどのようなものですか？

公募要領に記載のとおり、機械装置を試作する場合の部品、工具器具等になります。機

械装置の試作ではなく事業に用いる工具器具等は、機械装置費の備品の購入に該当するた

め、機械装置費に計上してください。

Q20 機械装置をリースで導入する場合の経費の計上はどのようにしたらよいですか？

機械装置をリースする場合は、機械部品又は工具器具費で計上してください。また、リ

ース料は補助事業期間内に支払われた額のみ補助対象となります。

Q21 経費区分の「外注費」で建築費用や工事費用を、補助対象とすることができますか?

できません。建築費用や工事費は補助対象外です。

Q22 展示会への出展を予定していますが、「展示会等出展費」で計上できる経費はどのよう

なものですか？

「展示会等出展費」に計上できるのは、小間代及び小間の基本装飾費等の会場整備のた

めの経費となります。ただし、什器等、補助事業以外でも一般的に使用可能な物品等の購

入費用は補助対象外となりますので、注意してください。

Q23 海外での展示会への出展費用は、円換算するのですか？

支払時の為替レートで換算して積算してください。また、積算根拠が分かる資料の提出

もお願いいたします。外国語で記載された資料を提出する場合は、当該書類の記載内容を

日本語で要約・説明する資料も併せて提出してください。

Q24 「広報費」において、会社案内を作成する経費は補助対象になりますか?

補助対象外です。新商品や新サービスに係るものについて作成するパンフレットやホー

ムページ等が補助対象になります。
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Q25 「広報費」において、パンフレット等の印刷部数によって補助対象外になることがあ

りますか?

部数の制限はありませんが、パンフレット等を作成し、配布するまでが補助事業となり

ますので、補助事業期間内に配布した部数の印刷費が補助対象です。

Q26 「広報費」でノベルティグッズを作成する経費は補助対象となりますか?

ノベルティグッズは補助対象外です。

Q27 「広報費」におけるＥＣサイトの作成費は、どの範囲が補助対象になりますか?

ＥＣサイトの作成に要する経費が広報費として補助対象となります。ただし、ＥＣサイ

トが完成し、運用を開始して以降に要する運営経費は、直接的な営業経費となるため、補

助対象外になります。

Q28 「広報費」において、アマゾンや楽天などのショッピングサイトにおける広告は、補

助対象になりますか?

アマゾンのスポンサープロダクト広告や楽天の RPP 広告などは、プロモーション活動で

はなく、直接的な営業経費となるため補助対象外です。

Q29 「雑役務費」において計上できる、パート、アルバイト等の正規雇用者以外の者に支

払われる経費の範囲は？

公募要領に記載のとおり、補助事業遂行に必要な業務の補助で、展示会出展の際のアル

バイト等、一時的な雇用者です。補助事業で営業行為を伴う場合、営業開始後に従事する

パート、アルバイト等に係る経費は、直接的な営業経費と見なされるため、補助対象外と

なります。

Q30 「雑役務費」において、派遣会社から派遣された派遣社員に業務に従事してもらい、

支払先が派遣会社になる場合にも計上できますか?

展示会出展の説明員等の派遣を依頼する場合には、雑役務費で計上できます。Q39 と同

様に、補助事業で営業行為を伴う場合、営業開始後に従事する派遣社員に係る経費は、直

接的な営業経費と見なされるため、補助対象外となります。

Q31 「通訳・翻訳料」には、通訳に係る交通費が含まれますか?

含まれません。通訳者に係る旅費は、補助対象外です。
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外国旅行における旅費適用区分図
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